
構造改革特別区域計画構造改革特別区域計画構造改革特別区域計画構造改革特別区域計画    

 
１１１１    構造改革特別区域計画の作成主体の名称構造改革特別区域計画の作成主体の名称構造改革特別区域計画の作成主体の名称構造改革特別区域計画の作成主体の名称    
   小田原市 
 
２２２２    構造改革特別区域の名称構造改革特別区域の名称構造改革特別区域の名称構造改革特別区域の名称    
   都市農業成長特区 
 
３３３３    構造改革特別区域の範囲構造改革特別区域の範囲構造改革特別区域の範囲構造改革特別区域の範囲    
   小田原市の区域のうち農業振興地域 
 
４４４４    構造改革特別区域の特性構造改革特別区域の特性構造改革特別区域の特性構造改革特別区域の特性    
   本市主要作物である柑橘類の長期にわたる価格低迷や輸入農作物の急

増により内外価格差が拡大するなど農業経営は非常に厳しい状況にある。
そのため後継者不足の問題はますます深刻の度を増し、山間部地域など
作業条件が悪いところが多く、従事者が高齢化してきているため、遊休
農地の増加が著しい。平成 12 年度に実施した農業センサスにおける遊休
農地面積は、234.3 ヘクタールで県下一である。現在まで、農地の流動
化等によりその対策を講じてきたが、従事者自体が不足していることか
ら、効果として顕われてきていない。あわせて、産業分野における事業
所数・従業員数の減少も激しいことから地域の活力が低下してきている。 

   一方、業としての「農」がますます低迷する中、都市住民の「土づく
り」に対するニーズは年々高まってきており、新たな担い手（援農者）
として期待されているところである。 

   このような状況を打開するために、新しい力を活用するなど、既存の
枠組みにとらわれない新しい事業の創出が求められており、本市農業の
特性である都市農業の振興が急務である。 

 
 
 
 
 
 
 
 



５５５５    構造改革特別区域計画の意義構造改革特別区域計画の意義構造改革特別区域計画の意義構造改革特別区域計画の意義    
   本市は、山間部も多いことから耕作されていない農地が存在する。こ

のような状況を改善するためには、作業条件の改善（ハード整備）と実
際に耕作をする担い手の確保（ソフト事業の充実）の両面が必要であり、
これまでも担い手後継者対策に力をいれてきたが、実効性の高い方策が
なく苦慮しているところである。 
平成 10 年度には、農業活性化のために「小田原市農林畜産物特産品開

発推進協議会」を設立し、消費者、流通業者、販売者そして関係機関が
一体となり、農産物を加工した特産品の開発を行ってきた。この結果、
商品として扱えないものが原料として利用することが可能となり、生産
意欲の向上など一定の効果をあげることができた。しかしながら、抜本
的な対策として位置付けられるものではなく、今後、優良農地を確保し、
農業全体の活性化を図るためには、今までの制度では十分な担い手を確
保できないことから、農業分野以外からの参入を促し、民間の活力を利
用することが重要である。 
また、遊休農地を市民農園として活用することによって遊休農地の放

置が原因で生じる草刈りなどの機会費用を吸収することができる。同時
に農地の持つ食料生産機能以外の多面的機能を市民に理解してもらい、
有機野菜などの生産を通じて、新規就農への動機付けのきっかけ作りを
行う。 
このようなことから、「おだわら農業農村ビジョン～小田原市農村振興

基本計画～」そのテーマである「農家・市民が共に創造・承継する生産・
消費・交流・生活の拠点」を確定するため、いくつかの事業を導入し、
その達成を目指すとともに、本市農業の特徴ともいえる消費者と生産者
が近いという「都市農業」をさらに成長させることが非常に重要である。    
都市農業のもつ様々な機能を最大限に発揮させるためには、既存の制

度だけでなく構造改革特別区域認定による特定事業の実施により大きな
効果が期待できると考えている。 
また、本市のような首都圏近郊で山間部も多く、都市と農村（田園）

の共生が今後のまちづくりにおける重要な要素となる地域では、農村の
形成という意味においても重要な意味を持つことから、農業分野におけ
る新しいスタイルの参入は閉塞している地域に活力を与えることができ
る。 

 
 
 



６６６６    構造改革特別区域計画の目標構造改革特別区域計画の目標構造改革特別区域計画の目標構造改革特別区域計画の目標    
   「食料・農業・農村基本法」では、国土の重要な部分を占める農地を

十分に活用することを掲げている。その利用手法として本市では、都市
農業的な土地利用を今後将来に向けて確立していく必要がある。 

   都市農業は、都市住民に新鮮で安全な農産物を供給することや、防災
空間の創出や環境の保全、ゆとりやうるおいなどを提供するなど、農地
の多面的機能の発揮という役割を持つ。本市は、首都圏の最西端に位置
し、都市と農村（田園）が混在しているが、農業分野においては、前述
したとおり様々な課題を抱えており、現状ではその機能を十分に果たし
ていない。 

   その意味において、本市農業の将来の姿を考えたときに、特区構想の
中で、新たな都市農業の姿（農業と農村に対する理解と関心を深め、ゆ
とりある生活を創出し、都市と農村の交流を促進すること。また、本市
農業の立地性を生かすため、都市住民の需要に即した農業生産の振興を
図る。）の達成を目指すことが、すなわち都市農業の成長となる。 

   具体的には、農地確保の一番の課題である、遊休農地の抑制は、既存
の枠組みでは対応が十分でなく、他業界からの参入など、新たな担い手
を育成し都市農業の成長、さらには、地域全体の活性化へと連動させ、
雇用の拡大や活力の創出をすることが重要である。 
また、本市の農業にとっては、東京から 80 キロメートル圏にあり、生

産地と消費地が近接していることから、生産・流通・販売のシステムを
確立し、「地産地消」の推進をすることは非常に重要である。 
さらに、市民農園の開設主体を NPO 法人など多様な法人とすることで、

農業の持つさまざまな機能（水源涵養機能・生態系保全機能・保健健康
機能・防災機能等）及び食育の重要性を多くの住民に理解してもらい、
都市住民との交流拠点を確保し、有機農法に取り組んでいる農家と協力
を得ながら、有機野菜の栽培を行い、新たな農業の担い手育成につなげ
るとともに遊休農地の解消を図る。 
併せて、既存の担い手育成事業である「いきいき農業塾」を充実する

と同時に、農業協同組合との連携により新たな「援農システム」を構築
し、地域農業の活性化を推進するなど複数の事業を関連づけながら都市
農業の成長を目標とし地域コミュニティの再生を図りながら経済的・社
会的な効果を創出できるような仕組みづくりをしていく。 
 
 
 



７７７７    構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的
効果効果効果効果    

   都市農業の成長を目標に掲げ、各種関連事業との連動を図りながら、
特定事業を導入することで、社会的・経済的効果は、次のとおり見込む
ことができる。 

 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 

〇ブランド化 
                           〇農業所得向上 
                           〇地産地消 
                           〇担い手の育成 

・確保 
 
 
 
 
 
 
 
 
 企業等の参

入予定数 

遊休農地 

解消 
経済効果 雇用促進 援農者 

特定法人による農業参入 6 28 1,523,450 33 ‐ 

NPO 法人等による 

市民農園の開設 
10 5 892,860 ‐ 250 

関連事業 ‐ 6  1,200,000 ‐ ‐ 

その他 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

合  計 16 社（団体） 39 ha 3,616,310 千円 33 人 250 人 

関連事業 

企業・ＮＰＯ法人等による農業活性化企業・ＮＰＯ法人等による農業活性化企業・ＮＰＯ法人等による農業活性化企業・ＮＰＯ法人等による農業活性化    

都市農業の成長 

特定事業 
１００１ 

特定事業 
１００２ 

①遊休農地の解消①遊休農地の解消①遊休農地の解消①遊休農地の解消    

（有効活用）（有効活用）（有効活用）（有効活用）    

３９ｈａ３９ｈａ３９ｈａ３９ｈａ    

②地域活性化に②地域活性化に②地域活性化に②地域活性化に    

よる経済効果よる経済効果よる経済効果よる経済効果    

３６億円３６億円３６億円３６億円    

③雇用の創出③雇用の創出③雇用の創出③雇用の創出    

３３人３３人３３人３３人    

((((援農者援農者援農者援農者::::２５０人２５０人２５０人２５０人))))    



１）遊休農地の解消（有効活用）：３９ｈａ３９ｈａ３９ｈａ３９ｈａ 

本市の遊休農地は、234.3ha で、今後も増加が予想される。遊休農地
の増加見込を本市にあてはめてみると平成 22 年度までに、11ha が増加
し 245.3ha になると予想されている。 
企業参入及び NPO 法人等の市民農園の開設、関連事業による遊休農地

の解消については、次のとおり見込まれる。 
 

 ※ 各項目の内訳は参考資料①のとおりである。 
 

２）地域の活性化による経済効果：３６億円３６億円３６億円３６億円 

 本市の市場マーケットは概ね 100 億円（総務省の家計調査年報により
類似都市から推計）が存在し、神奈川県内の消費動向や豊富な観光客等
の交流人口を勘案すると、アグリビジネスの事業チャンスはかなり大き
いものといえる。 
直接的な効果及び経済波及効果は次のとおり見込まれる。 

                            （単位 千円） 

※ 各項目の内訳は参考資料①のとおりである。 
 

 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 計 

特定法人による

農業参入 
7 18 1 1 1 28 

NPO 法人等による

市民農園の開設  
1 1 1 1 1 5 

関連事業 ‐ ‐ - - 6 6 

計 8 19 2 2 8 39 

 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 計 
特定法人によ

る農業参入 
45,300 183,787 564,787 364,788 364,788 1,523,450 

NPO 法人等によ

る市民農園の

開設  

59,524 119,048 178,572 238,096 297,620 892,860 

関連事業 - - - 600,000 600,000 1,200,000 

計 104,824 302,835 743,359 1,202,884 1,262,408 3,616,310 

（単位 ha） 



３）雇用の創出：３３人（援農者：２５０３３人（援農者：２５０３３人（援農者：２５０３３人（援農者：２５０人）人）人）人）    

企業の参入及び NPO による市民農園の開設により、その従事者として
次のとおり新たな雇用の創出が見込まれる。 

 
（単位 人） 

 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 計 
特定法人による

農業参入(雇用) 
10 10 3 5 5 33 

NPO 法人等による

市民農園の開設

（援農者）  

50 50 50 50 50 250 

関連事業 - - - - - - 

計 60 60 53 55 55 283 

 
 

 ※ 援農者 
一般サラリーマンや主婦など農家以外の人で、農業の手助けをする。 

   NPO 法人が市民農園を開設し、農業のすばらしさを実感した一般市民
が職業としての農業ではなく、農業を援助する担い手として位置付け、
労働者不足を補完していく。 

   市民農園利用者へのアンケート調査によれば、今後、農業に取り組み
たいと希望している人は、利用者の 25％（資料）であり（今回の計画で
は市民農園に 4,600 人が参画すると見込まれるが、子供等も含まれてい
るため、援農者の対象となるのは概ね 1,000 人程度と考えられる。）、市
民農園における「農」との関わりを拡大することで、農業へ参入する人
も増加する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



８８８８    特定事業の名称特定事業の名称特定事業の名称特定事業の名称    
            地方公共団体又は農地保有合理化法人による農地又は採草放牧地の特 

定法人への貸付け事業 
地方公共団体及び農業協同組合以外の者による特定農地貸付け事業 
 

９９９９    構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定
事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共
団体が必要と認める事項団体が必要と認める事項団体が必要と認める事項団体が必要と認める事項    
《既存事業》 
・ 市内で生産される農産物の地産地消を推進し、また、農作物のブラン
ド化を推進するために小田原市農林畜産物特産品開発推進協議会を
一層の充実を図る新たな事業展開 

・ みかん及びタマネギオーナー制度 
・ いきいき農業塾の運営 

《新規事業》 
・ （仮称）小田原自由市場の開設 
・ ブランド推進協議会の設立及びブランド認定事業 
・ 新たな援農システムの構築、農業生産法人との連携による担い手確
保・育成（就農推薦状・就農計画づくり支援）  等々 

                                                  
別紙 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特
定事業の内容、実施主体及び開始の日並びに特定事業ごとの規制の特例
措置の内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別紙別紙別紙別紙    
    
１１１１    特定事業の名称特定事業の名称特定事業の名称特定事業の名称    
   １００１ 地方公共団体又は農地保有合理化法人による農地又は採草

放牧地の特定法人への貸付け事業 
 
２２２２    当該規制の特例措置の適用を受けようとする者当該規制の特例措置の適用を受けようとする者当該規制の特例措置の適用を受けようとする者当該規制の特例措置の適用を受けようとする者    
  特定事業の実施主体 
   小田原市 
特定法人 
市内外の法人（特定法人による参入促進については市広報及び市ホー

ムページ等でＰＲを行う予定） 
 
３３３３    当該規制の特例措置の適用の開始の日当該規制の特例措置の適用の開始の日当該規制の特例措置の適用の開始の日当該規制の特例措置の適用の開始の日    
   計画認定日 
 
４４４４    特定事業の内容特定事業の内容特定事業の内容特定事業の内容    
                    主体：小田原市 
     区域：小田原市内農業振興地域 

内容：特定事業の実施主体である小田原市が、遊休農地を特定法人に 
貸し付けることにより、現時点では、新規就農及び利用権設定等 
の既存事業では、遊休農地の解消がなかなか進まない状況に対し 
て、法人の農業参入を認めることによって、新たな都市農業（地 
産地消）の展開を図るもので、具体的には、農事組合法人小田原 
産直組合と提携し、同組合員からの営農指導を受け有機農産物の 
生産を行い、首都圏コープ事業連合への販売する。 

   また、平成 16 年度には、食品製造会社が、その食材の一部を安
価に生産するとともに、より安心・安全な食の提供をするため自
らが農業参入を予定している。 

   さらに、今後、ＰＲを実施することで、特定事業主体として参 
入を誘導するなどして、合計 28ha の遊休農地の解消とあわせ、直 
接的経済効果として約 15 億円を見込んでいる。 
 
 
 
 



５５５５    当該規制の特例措置の内容当該規制の特例措置の内容当該規制の特例措置の内容当該規制の特例措置の内容    
   高齢化や後継者不足による遊休農地の増加（図 1 及び 2）が著しく、
平成 12 年における県の遊休農地 1,446ha の約 16％に当たる 234.3ha が
本市の農地となっており、特に、みかんに代表する樹園地は神奈川県全
体の 50％を占め、深刻な状況である。 

   また、農家数の減少だけでなく、農家人口における 60 歳以上の比率は
30 年前と比較すると占有率が 2 倍以上となっている。（図 3 及び図 4）ま
た、経営耕地面積も年々減少してきており（図 5）、最近では、ブランド
として確立されている‘曽我の梅’でさえも、安価な輸入梅におされ危
機的な状況に直面している。 

   平成 11 年に実施した営農アンケートにおいても、後継者がいると回答
した人は、30％に過ぎず、10 年後の農業経営については、現状維持を希
望する農家が半数以上を占め、規模拡大を希望する農家はたった 2％程
度であった。 

   地域の活力が低下してきている主な原因として、事業所数・従業員数
の減少や開・廃業率の逆転現象（H8～H11 の開業率 4.8％、廃業率 6.4％）、
有効求人倍率の低下（H8 の 0.5 倍から H11 の 0.37 倍に低下）を挙げる
ことができる。 

   そのためにも、新たな活力の創出が急務な課題であり、長引く不況に
よる失業率の上昇している中で、雇用の拡大により、地域の活性化が必
要である。 

 
＊ 図 1 （遊休農地 神奈川県） 
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＊ 図 ２（遊休農地 小田原市） 
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＊ 図 ３ （農家人口） 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

農家人口（人）

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

総人口

（人）

60～歳 3,542 4,197 4,063 

30～59歳 7,406 6,906 4,321 

15～29歳 6,163 3,497 2,230 

～14歳 4,221 3,122 1,368 

総人口 156,654 185,941 200,173 

S45 S60 H12

※ グラフ内の割合は、農家人口に占める 60 歳以上の比率を示す 

 
 
 
 
 

16.616.616.616.6％％％％    

33.933.933.933.9％％％％    

23.723.723.723.7％％％％    



＊ 図 ４ （世帯数） 
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＊ 図 ５ （経営耕地面積） 
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注 特定事業ごとに作成すること 



 

別紙別紙別紙別紙    
    
１１１１    特定事業の名称特定事業の名称特定事業の名称特定事業の名称    
１００２  地方公共団体及び農業協同組合以外の者による特定農地貸付
け事業 

 
 
２２２２    当該規制の特例措置の適用を受けようとする者当該規制の特例措置の適用を受けようとする者当該規制の特例措置の適用を受けようとする者当該規制の特例措置の適用を受けようとする者    
  特定事業の実施主体 
   小田原市 
開設主体 
市内外の法人（NPO 法人等による参入促進については市広報等でＰＲ

を行う予定） 
 
 
３３３３    当該規制の特例措置の適用の開始の日当該規制の特例措置の適用の開始の日当該規制の特例措置の適用の開始の日当該規制の特例措置の適用の開始の日    
   計画認定日 
 
４４４４    特定事業の内容特定事業の内容特定事業の内容特定事業の内容    
            主体：小田原市 
   区域：小田原市内農業振興地域 
   内容：特定事業の実施主体である小田原市が、遊休農地を特定法人に 

貸し付けることにより、現時点では、新規就農及び利用権設定等 
の既存事業では、遊休農地の解消が、なかなか進まない状況に対 
して、NPO 法人等多様な法人の農業への関与を認めることによっ 
て、新たな都市農業（都市住民の多様な需要に即すと同時に都市 
と農村の交流を核とした姿）の展開を図る。 
 市民農園事業の実施に当たっては、環境保全型農業による体験 
農業を行い、有機栽培を行う（開設主体である NPO 法人の会員の 
中にはすでに、環境保全型農業に精通している人がいる）など、 
既存の市民農園との差別化を図っていく。 
また、今後、参入については、平成 15 年度に 1 団体、平成 16

年度は、2 団体を見込んでいる。 
市民農園に対するニーズが極めて高いことから、今後、ＰＲを 

行うことで開設主体となりうる団体を毎年 2 団体程度参入誘導す



るなど、合計 5ha の遊休農地の解消を図り事業の拡大を図ってい
く。 

 
５５５５    当該規制の特例措置の内容当該規制の特例措置の内容当該規制の特例措置の内容当該規制の特例措置の内容    
   高齢化や後継者不足による遊休農地の増加（図 1 及び図 2）が著しく、
平成 12 年における県の遊休農地 1,446ha の約 16％に当たる 234.3ha が
本市の農地となっており、特に、みかんに代表する樹園地は神奈川県全
体の 50％を占め、深刻な状況である。 

   また、農家数の減少だけでなく、農家人口における 60 歳以上の比率は
30 年前と比較すると占有率が 2 倍以上となっている。（図 3 及び図 4） 
このような遊休農地は、単に農業生産における効率性を低下させるだ

けでなく、周辺の環境に悪影響を及ぼすことが懸念されていることから、
農家間においてだけでなく、一般市民の中でも問題視されている。環境
問題に関心の高い人や団体からは、その具体的対応策についての指摘や
提案もあるなどますます課題に対する緊急の度合いは高まっており、そ
の解決策のひとつとして都市住民に力を活用することがあげられる。 
本市の市民農園は平成 14 年度現在 7 箇所開設しており、利用者数は

700 人余であるが、その 90％は継続利用の意向を示している。新規に市
民農園の利用を希望する市民は 70 人程度いる。 

   平成 14 年に「おだわら農業農村ビジョン～小田原市農村振興基本計画
～」策定時に実施した市民アンケート（対象 1,000 人・無作為抽出）に
よれば、農業に取り組む意向のある人は 30％に上り、市民農園の需要は
きわめて高い。 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
＊ 図 1（遊休農地 神奈川県） 
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＊ 図２ （遊休農地 小田原市） 
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＊ 図 ３（農家人口） 
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※ グラフ内の割合は、農家人口に占める 60 歳以上の比率を示す 

 
＊ 図 ４（世帯数） 
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（市民） 

（市民農園利用者） （市民）
報酬への見解 報酬への見解 

農作業の支援について

②農家の
農作業の
手伝いはし
たくない
50.5%

無回答
9.4% ①援農シス

テムに参加
し農作業を
手伝っても

良い
40.1%

（市民農園利用者）農作業の支援について

無回答
7.3%

①援農シス
テムに参加
し農作業を
手伝っても

良い
44.7%②農家の農

作業の手伝
いはしたく

ない
48.0%

（市民） 

農作業を手伝う目的

35

93

59

7

9

0 20 40 60 80 100

①家計収入の一部を得るため（パート等）

②技術を学び、市民農園や家庭菜園で活かすため

③困っている農家を手伝い、農地・農村風景を守るため

④将来本格的に農業を行うための経験として

⑤その他　　　　　　　　　　　　　　　

（市民農園利用者） 

農作業を手伝う目的

62

75

89

7

14

0 20 40 60 80 100

①家計収入の一部を得るため（パート等）

②技術を学び、市民農園や家庭菜園で活かすため

③困っている農家を手伝い、農地・農村風景を守るため

④将来本格的に農業を行うための経験として

⑤その他　　　　　　　　　　　　　　　

援農の報酬への見解

④その他
2.3%

③農作物を
供給する方

式
39.8% ②無償（ﾎﾞﾗ

ﾝﾃｨｱ）
19.5%

①パート等
の有償方

式
36.7%

無回答
1.6%

報酬体制への意向

無回答
1.2%④その他

1.8%

③農作物を
供給する方

式
44.8%

②無償（ﾎﾞ
ﾗﾝﾃｨｱ）
13.3%

①パート等
の有償方

式
38.8%

希望作業期間

⑤不定期で
ある
34.4%

④時期に
よって週1～

3回可能
24.2%

③時期は選
ぶがほぼ毎
日可能

1.6%

②年間を通
じて可能だ
が、週1～3

回
36.7%

無回答
0.8%

①年間を通
じてほぼ毎
日可能

2.3%

（市民農園利用者） 希望作業期間

③時期は選
ぶがほぼ毎
日可能

3.0%

④時期に
よって週1～

3回可能
32.7%

①年間を通
じてほぼ毎
日可能

1.2%
②年間を通
じて可能だ
が、週1～3

回
27.3%

無回答
3.0%

⑤不定期で
ある
32.7%

（市民） 

（市民農園利用者） （市民農園利用者） 

（市民） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（市民） （市民農園利用者） 

（市民） 

（市民） 

農業を行う場合の
農業形態の意向

無回答
2.7%⑤その他

13.5%④お金を得る
までは考えな
いが市民農
園より大規模
にやりたい

23.4%

①定年退職
後の所得を補
う程度に農業
をやりたい

32.4%

③生計をたて
る唯一の所得
として農業を
やりたい

1.8%

②家計の一
部を得る所得
として今の仕
事と兼業でや

りたい
26.1%

農業に取組む意向

無回答
12.7%

①すぐにでも
農業に取り
組みたい

3.3% ②当面は無
理だが、将
来的に取り
組みたい

26.8%

③当面、又
は将来的に
も農業を行う
ことは考えな

い
57.2%

農業を行う場合の
農業形態の意向

無回答
3.4%⑤その他

9.2%④お金を得る
までは考えな
いが市民農
園より大規模
にやりたい

57.5%
③生計をたて
る唯一の所
得として農業
をやりたい

1.1%

②家計の一
部を得る所
得として今の
仕事と兼業で
やりたい

14.9%

①定年退職
後の所得を
補う程度に農
業をやりたい

13.8%

農業に取組む意向

無回答
10.3%

①すぐにで
も農業に取
り組みたい

5.6%

③当面、又
は将来的に
も農業を行
うことは考え

ない
62.4%

②当面は無
理だが、将
来的に取り
組みたい

21.6%

必要な農地面積

①5ａ（500
㎡）未満
46.8%

⑦50a以上
0.9%

④20～30a
未満
2.7%

⑥40～50a
未満
0.9%

③10～20a
未満
8.1%

②5～10a
未満
28.8%

無回答
11.7%

必要な農地面積

⑦50a以上
1.1%

④20～30a
未満
2.3%

⑤30～40a
未満
3.4%

③10～20a
未満
8.0%

①5ａ（500
㎡）未満

43.7%

②5～10a
未満
28.7%

無回答
12.6%

重要と思う農業・農村の多面的機能

125

160

270

217

258

171

153

76

116

88
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⑤神楽など農村の伝統や文化を継承する機能

④農業体験学習、農村留学などの自然教育機能

③森林原野・河川とその流域などの生態系の保全機
能

②自然資源を基盤に整備された公園・市民農園などﾚ
ｸﾘｴｰｼｮﾝ機能

①山や河川・田園風景等農業・農村ならではの自然
景観の保全機能

大変に重要

まあまあ重要

（市民農園利用者） 

（市民） （市民農園利用者） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 特定事業ごとに作成すること 

（市民） 都市農村交流に向けて必要なこと 
参加・利用したいと思う取り組み

206

146

62

68

104

154

37

39

115

46

60

8
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①直売施設や青空市等の農産物の直売に関する取組の強化

②行楽の場として、もぎ取り園など体験的な取組の強化

③利用者が収穫・購入する農作物のオーナー制度の強化

④そば打ちの体験など農作物の加工体験に関する取組の強化

⑤市民農園など市民が農作物を生産できる貸農園の拡大

⑥市民の憩いの場・楽しみの場として活用できる農業公園

⑦農業体験をしながら宿泊できる農村体験宿泊施設

⑧利用者が年単位等で借りることのできる農園付コテージ

⑨定年後家庭菜園を楽しみながら定住できる菜園付住宅の販売

⑩農村の伝承・文化に関する資源を見学できる機能の強化

⑪農作業体験学習の場の整備

⑫その他

参加・利用したいと思う取り組み

143

99

72

59

142

104

30

31

91

18

66

10
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①直売施設や青空市等の農産物の直売に関する取組の強化

②行楽の場として、もぎ取り園など体験的な取組の強化

③利用者が収穫・購入する農作物のオーナー制度の強化

④そば打ちの体験など農作物の加工体験に関する取組の強化

⑤市民農園など市民が農作物を生産できる貸農園の拡大

⑥市民の憩いの場・楽しみの場として活用できる農業公園

⑦農業体験をしながら宿泊できる農村体験宿泊施設

⑧利用者が年単位等で借りることのできる農園つきコテージの整備

⑨定年後家庭菜園を楽しみながら定住できる菜園付住宅の販売

⑩農村の伝承・文化に関する資源を見学できる機能の強化

⑪農作業体験学習の場の整備

⑫その他

（市民農園利用者） 都市農村交流に向けて必要なこと 

利用しやすい市民農園に向けて

107

125

140

72

80

36

42
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①市民農園の数を増やし多くの人が利用できるようにする

②一区画の面積を大きくする

③トイレ・駐車場・水道等附帯設備を充実する

④生産・栽培技術に関する講習会を実施する

⑤土に合った作物や栽培スケジュールを助言・指導する

⑥農家と市民農園利用者の交流イベントを行う

⑦その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（市民農園利用者） 

市民農園の継続意向

②やめた
い

4.1%

無回答
1.9%

①現在の
まま継続し
て借りたい

94.0%

指導料を払う農園が
あった場合の利用意向

②利用しな
い

26.5%

無回答
2.7%

①金額によ
るが利用し

たい
70.8%

（市民） 

（市民農園利用者） （市民農園利用者） 


